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は じ め に

愛媛の保守主義を論ずる事は目新しい課題ではないが，日本の思想的風土の

研究にとってはかなりの意味を持つ。保守主義とは伝統を堅持し，変化を排し

て現状を維持することである。

保守主義と云う言葉はエドモンドバーク（１７２９－１７９７）が１９７０年「フラン

ス革命の省察」において創語した。彼はフランス革命を批判してフランス革命

思想の「自然権」は抽象的なものであるとし，イギリスの持つ国制，伝統，習

俗を擁護し，歴史的に存在する事実こそ正当性を持つとした。

この保守主義も歴史的変化，時代の状況で内容を変えていく。日本は６０年

前，敗戦・本土占領という厳しい歴史的現実に会う。大日本帝国憲法の改正と

「外から」の民主化の力が加わり，自力でなく他力による近代化が行われた。

これは単に日本思想の変質でなく，国民の日常性の変化でもあり，日本の保守

主義はその変化の状況のなかにさらされたが，丸山真男の日本の思想の根底に



流れる「古層」「執拗低音」があり，思想の状況の変化の中にも独自のものが

残った。

保守の思想も時代の変化のなかで日本の独自の「古層」を持ちつつ変化して

いく。政治過程の上では５５年体制の成立であり，保守勢力の圧勝である。現

在の保守の思想状況を見ると「戦前回帰型」と「アメリカ追従型」とに分かれ

る。前者は伝統，家族社会，教育の崩壊への危機感が強く，憲法改正，教育基

本法改正の働きをする戦後民主主義への批判の潮流である。後者は世界的な新

保守主義の影響を受けて，レーガン，サッチャー，中曽根などの「小さな政府」

の自由主義を推進する流れである。

現代の保守主義は，本来の自由主義（小さな政府）に戻ろうとする経済的主

張（リバータリアン）と伝統や歴史を重視しようとする本来の保守主義との二

側面が融合している。

アメリカにおいてはブッシュ政権の「ネオコン」がその典型であり，これに

宗教的保守主義が加わっている。これらが日本の保守主義にも大きく影響して

いる。ところで愛媛の保守主義は，地方政治の政治過程の中で如何なる働きと

考え方を展開するか，を見ていこう。

一 保守勢力の台頭

１９５４年１月３０日の知事選挙は，保守勢力の統一により保守有利の展開とな

り，久松定武（５５）が３９３，２２５票，羽藤栄一（５１）が２３９，５５７票を獲得し，久

松候補が１６万票の大差で当選した。この時期を境に県政の革新色が薄れてい

く。それ迄の革新勢力は，５０年の全県一区の参議院選挙において，三橋八次

郎当選，知事選挙において，５１年の久松定武当選，５３年の参議院選において

湯山勇当選と，全県的に連勝を続けてきたが，この時期から県下の革新優勢の

風潮は止まった。

保革連携で出発した第一期久松県政は１９５４年，その途中において「副知事

を置かない条例」によって革新色の副知事を切り，保守に方向転換。第二期目

４６ 松山大学論集 第１７巻 第１号



の知事選挙では，保守勢力の立場で立候補し，革新勢力を圧倒して再選を果た

した。

第二期目には，保守として久松県政は出発し，県政における保守，革新の対

決は更に厳しくなる。県は１９５６年６月，自治省から財政再建団体に指定され

たことをきっかけに，人件費節約のため県教職員の給与の昇給に「勤務評定」

を実施する方向に動き始める。この主要な目標は，革新勢力の中心である県教

組に属する教員の人事統制を県の理事者の手に取り返すことで，県教組の組織

の弱体化を図ることであった。この愛媛の勤評方式は，政府，文部省が高く評

価し，５７年８月，文部省は全国に実施を通達し，全国的に教委と教組の対立，

抗争の引き金となった。

県議会与党の自民党幹事長白�春樹は，７月の参院選挙における自民の堀本

当選のあと，９月の県連の支部長，幹事長合同会議において，次のように言っ

た。

新教委制度は１０月１日に始まる。市町村教育委員会は人事で県教組の影響

を排除すること，小・中学校長は学校運営の責任，管理者であるから県教組か

ら外れること。県教組は偏向教育をしている。県は今後，職員給与の昇給は本

人の勤務を評定し，能率給にする方針である。校長は職場秩序維持のため非組

合員であること，とした。

愛媛県は全国に先駆けて教員の勤務評定の実施を決定した。

１９５６年９月県会で任命制による新教育委員が決まり，１１月県会定例委員会で

勤務評定による教員の昇級，昇格の実施を決めた。そのことで勤評問題をめぐっ

て県教委と県教組との約２年に渡る激しい攻防が行われるが，５７年１２月，社

会党は勤評に条件を付けて白�春樹県会議長に調停を申し入れ，全校の勤評提

出を前提にして和解した。その結果，かつて日教組の御三家と言われた県教組

は，１万人以上の組合員がいたが，勤評以後，組合員数は激減していった。

１９５９年１月の知事選挙は，現職久松定武候補（５９）（無前）と前参議院議員

三橋八次郎候補（６０）（社新）との対決となった。久松候補は三橋候補に１５万
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票の差で圧勝して当選した。保守勢力の基盤の立て直しと教組を中心とする革

新基盤の分断が，知事選挙における保守圧勝の結果として現れた。

１９５９年に始まる久松第３期県政は，県政の基本方針を「生産福祉県政」と

位置づけた。施策には，産業基盤の整備として港湾，道路，工業用水の充実を

掲げ，生産基盤として生活環境，文教，厚生福祉施設の整備に努めた。１９６２

年，「愛媛県長期経済計画」を作って，経済成長期の政策を展開し，一方で，「農

業構造改革事業」を実施し，中進的農業県に向け農業の近代化を促進した。１９６３

年，みかんの生産量が全国一位となった。

県政界の政治過程を見ると，自民党は１９５９年４月の県議会選挙で４２議席を

獲得して大勝した。それと同時に，議会で圧倒的多数を占める自民党内部で内

紛が起こった。内紛は６０年の県議会議長問題（２人制議長問題）であり，そ

の抗争で自民党の分派として「自由民主党同志会（自民同志会）」が生まれ，

会長に井部，副会長に角屋が就任した。さらに川口，清家，宇部の３人による

「自由民主党クラブ」も誕生し，主流派の「自由民主党」と合わせて県議会の

自民党の交渉団体が三派となった。自民党の内紛はいよいよ深刻化していった。

１９６１年，自民同志会は，自民主流派の行動の独善を非難し，久松知事四選

阻止の方向に向かい，党内野党となった。自民党主流派と自民クラブと中正ク

ラブは「久松県政推進議員連盟」を結成し，久松四選への体制を固めた。これ

に対して自民同志会は「県政批判県民大会」を開き，名指しで久松，戒田，白

�の批判を展開した。

１９６２年１月，今治市長選挙が行われ，元副知事の羽藤栄一（民社）が当選

した。これを機会に同年８月，社会党，民社党，地評，全労，自民同志会の五

派連合は「県政刷新県民会議」を作り，愛媛新聞社社長平田陽一郎を知事候補

とした。同年８月３０日に平田の知事選出馬が決定し，９月，「県政刷新県民の

会」が結成された。いよいよ愛媛県における知事選挙が始まった。

同年１０月，自民党本部は前尾幹事長を愛媛県に送り，久松，平田両者に知

事候補としての調整に当たったが不成立に終わり，自民党は久松を公認候補に
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決定した。１９６３年正月明けの熾烈な知事選挙が始まった。久松候補には自民

党本部から政界の大物・池田勇人，藤山愛一郎，三木武夫，岸信介が選挙応援

に来県した。一方，平田候補には，社会党の河上丈太郎，江田三郎，成田知巳，

鈴木茂三郎などの野党幹部が来県，応援した。国を二分しての愛媛県知事選挙

である。久松候補は，「中央直結の県政」を，平田候補は「長期政権の弊害」

を唱えて，それぞれの選挙運動を全県下に展開した。

雪をついての１月，選挙結果は，久松候補が大接戦の末，４，４１２票の差で平

田候補を破った。保守派の勝利である。

当時を振り返って久松知事は，「何しろ投票が終わった段階で，平田さんの

方は勝ったと言って乾杯をして祝ったのですからね…私の方は『おや，負けた

かな』という調子でした」（「久松定武は語る刊行会」）と語っている。

この久松，平田の熾烈な知事選挙のあと，公職選挙法違反の事件が起きた。

久松派の選挙の総括主宰者の白�春樹の公職選挙法違反事件である。松山地方

裁判所における２年３カ月の審理のあと，１９６５年６月，裁判所は白�に対し

て懲役１年６カ月，執行猶予３年の有罪判決を下した。控訴した高松高裁も

６７年，有罪として控訴棄却の判決を下した。続いて最高裁判所に上告中の６８

年１１月，政令による明治百年記念恩赦の実施決定によって「特赦相当」とし

て白�は復権した。

この時期以後，白�の自民党内の強力なリーダーシップが発揮される。

第５回公選
昭和３８年１月２６日投票

有権者総数

投 票 総 数

投 票 率

久 松 定 武（６３）自現

平 田 陽一郎（５４）無新

元 岡 稔（４０）共新

８９０，６３２

６７１，３７０

７５．３８％

３３０，３９８

３２５，９８６

１２，７６９
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二 １９７０年代の政治文化と社会

エヒメの政治意識

愛媛の県民の意識を知るためには世論調査が手がかりとなる。日本放送出版

協会（１９７８）が行った世論調査を手がかりに，愛媛の政治・社会意識を見よう。

NHKの１９７８年の全国県民意識調査（以下同資料より）によると，愛媛県は

「保守安住型」の典型的な県である，とされている。まず社会意識から見ると，

県民は「おだやかで変化のない生活」（４７都道府県中，全国第１位）を望み，

「はじめての人に会うのは気が重く」（同第３位），「多少，自分の考えにあわ

なくても，みんなの意見にあわせたい」（同第２位）と努め，「地元の行事や祭

りには積極的に参加したい」（同第１位）気持ちを持っていた。県民は平穏，

無事に自分たちの共同体の中で生活し，みんなとできるだけ協調し，地元をも

りたてようとする愛媛県民の平均的な人間像が窺える。これらを全国比較と地

域別にみていくと表１のようになる。

政治意識についてみると，県人は「いまの世の中では，大きな組織の力が強

すぎて一人ひとりの庶民の力は無力」（同第３位）であると感じ，むしろ「国

や役所のやることには従っておいた方がよい」（同第１位）と考えている。そ

こで，「政党や政治家が論議に時間をかけるよりも強い指導者に国の政治を任

せた方がいい」（同第５位）と考える。このことから「国の政治が変わっても

自分の生活に関係ない」（同第１１位）とし，「政治を自分たちが動かしていな

い」（同第６位）となる。これを全国比較，地域別比較をすると表２のように

なる。

県民は現代政治のマンモス化と複雑化に対する無力感から現代型無関心に陥

り，一方では，古い意識の残存から伝統型無関心となり，国や役所に盲従する

「上意下達」の傾向がみられる。さらにはデモクラシーの冗長な手続きをきらっ

て，すぐれた政治指導者のカリスマ性に帰依しようとする傾向もみられた。

東・中・南予の地域差で以上のことをみると，社会意識としての現状維持
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型，人みしり型，協調型の面においては，いずれも南予地域が高く，温和な人

が多く住んでいることになる。政治意識としての無力感，上意下達型，有力者

の指導性，政治との無関係性の保守型意識は，東・中・南予の地域格差はほと

んどなく，全県的に平均化している。

エヒメの政党支持率

愛媛県の政党支持率を２つの資料を使って検討しよう。まず，１９７８年の全

国県民意識調査（NHK）によると，自民党支持率４５．６％で全国平均よりはる

かに高く，全国第７位であり，特に県内では南予において５０．９％と支持が高

い。社会党は１５％で全国平均よりやや高く（全国第１８位），県内では東予が

設 問 答え（肯定）
全国平均 全国順位 愛 媛 中 予 東 予 南 予

おだやかで変化のない生活が
したい ７０．１％ １位 ７９．４ ７７．１ ８０．６ ８１．０

はじめての人に会うのは気が
重い ４６．６％ ３位 ５３．９ ５３．４ ４８．２ ６４．１

多少，自分の考えにあわなく
ても皆の意見にあわせたい ７２．７％ ２位 ８０．２ ７９．３ ８１．３ ７９．８

地元の行事や祭りには積極的
に参加したい ４７．８％ １位 ６４．２ ６３．５ ６２．３ ６８．２

設 問 答え（肯定）
全国平均 全国順位 愛 媛 中 予 東 予 南 予

大きな組織の力が強すぎて県
民は無力だ ６６．１％ ３位 ７１．９ ７１．４ ７１．５ ７３．０

国や役所のやることには従っ
ておいた方がよい ４５．５％ １位 ５８．６ ５７．５ ６０．６ ５７．１

強い指導者に任せた方がよい ２９．６％ ５位 ３２．７ ３２．３ ３２．７ ３３．１

国の政治が変わっても自分の
生活には関係ない ３３．６％ １１位 ３５．９ ３７．２ ３４．２ ３６．８

政治は自分たちが動かしてな
い ６６．９％ ６位 ７０．１ ７１．４ ６９．４ ６９．３

表１

表２

出所：「全国県民意識調査」日本放送出版協会，１９７８年

地方政治における保守王国形成の政治過程 ５１



１８％で特に高くなっている。公明党支持率は２％で全国平均４．１％の約半分で

あり，県内では中予が２．３％で比較的高い。民社党支持は１．４％で全国平均の

半分以下であり，県内では中予が圧倒的に高い。共産党支持率は１．８％で全国

平均よりも低く，県内では中予が２．３％で高い。支持政党なしは２８．８％で全国

平均よりは低く，県内では東予が３１．３％で比較的高い。

愛媛新聞の調査（１９８１年）による政党支持率では，自民党５３％，社会党１７％，

公明党３．９％，民社党３．１％，共産党１．７％であり，支持政党なしは１２．４％と

なっている。過去１９５４年，１９５７年の支持率調査と比較すると１９８０年調査で

は，自民党支持率は高くなってきており，一方，社会党はその支持率を次第に

減らしている。県民の支持政党なしグループも次第に減ってきている。

次に愛媛県の県民の投票行動の基準（愛媛新聞調査）をみると，まず第１位

に人物，人柄による選択が３４％，第２位に家族，知人によるが１６％である。

第３位に政党１２％であり，同じく第３位に政見，公約１２％となっている。つ

いで第４位が職場９％，第５位が有力者６％となっている。政治無関心は２０％

を占めている。

以上の政党支持率の調査からは，保守県にふさわしく自民党の支持率がそれ

ぞれの調査で４５．６％，５３％と圧倒的に高いことが認められた。次に社会党が

１５％，１７％と全国平均よりも高い支持率を持っていた。自民党，社会党支持も

県下の地域において支持率に特徴があり，自民党は南予，社会党は東予に支持

全国 愛媛 中予 東予 南予

自 民 党 ３６．５ ４５．６ １５．９ １２．３ ５０．９

社 会 党 １４．２ １５．０ １４．３ １８．０ １１．０

公 明 党 ４．１ ２．０ ２．３ ２．１ １．２

民 社 党 ３．２ １．４ １．９ １．１ １．２

共 産 党 ２．７ １．８ ２．３ １．８ １．２

とくになし ３３．３ ２８．８ ２７．４ ３１．３ ２６．４

表３

出所：「全国県民意識調査」日本放送出版協会，１９７８年
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率が高く地域の社会構造と相関性を持っている。また，公明党，民社党，共産

党の支持率は低く，全国平均の約半分で，政党の中央政治にみられるような中

道政党による多党化現象は愛媛では顕著にみられず，依然として自民党対社会

党の５５年体制の政党状況を示しながら社会党の低迷と自民党の優位現象が起

こっている。

支持政党なしグループは２８．８％であり，全国平均よりかなり低いことは，

有権者が地域社会にかなり強く組み込まれているからであろう。そのことは投

票行動の基準の特徴からみられ，投票を行う際に人物，人柄，家族，知人によ

るものが，５０％を占め，ムラ状況による県民の地縁性に強いことを示してい

る。一方，職場を手がかりにする基準はわずか９％しかない。

エヒメの社会状況

愛媛は人口約１５２万人（１９８０年）であり，全国でも有数の長い海岸線を持

ち，東予地方，中予地方，南予地方の３つの異なる地域性をもつ地方から成り

立っている。東予地方は川之江市から新居浜市，今治市に至る瀬戸内海に面し

た臨海工業地帯からなり，主要産業は川之江，伊予三島市の丸住製紙，大王製

紙，四国製紙等の新聞紙生産の製紙業である。新居浜市は住友グループの重化

学工業があり，西条市には倉敷レイヨン，寿電子工業，今治市には来島どっく

をはじめとする中小造船所がある。東予地方の各企業には約２万人の工場労働

者が従業し，社会構造としては工業型の特質を持っている。

中予地方は松山市を中心とする地域。人口４２万人の松山市は地方中核都市

であり，地方政治，経済，文化の中心地である。中予は松山市を中心とした地

方都市型の社会構造の特質を持っている。

南予地方は農林水産業の中心地であり，八幡浜，吉田，宇和島は温州ミカン

の主要生産地である。水産業は宇和海に面した地域に養殖漁業が盛んである。

南予地方は農漁村型の特質を持つ社会構造である。

愛媛県は長い海岸線を持つことから，特質をもった各地方が存在し，県全体

としては中進的農業県的要素を持ちながらも，東予地方の工業型，中予地方の
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地方中核都市型，南予地方の農漁村型の社会構造を持っている。全県的にはそ

れぞれの地方の矛盾を内在しながら県全体の社会状況を作り出している。

全県的社会構造の特徴をさらに検討するために産業別の就業人口をみる

と，１９６０年には第一次産業２８万人で構成比４３％，第二次産業１５万人で２３

％，第三次産業２２万人で３５％であった。この数字から高度成長期直前までは

農林水産業従事者の比重が，全産業の半ばに達する典型的な農業型社会構造で

あった。

１９７０年になると第一次２０．４万人，２９％，第二次１９．８万人，２８％，第三次

３０万人，４３％と第一次産業の比重は第２位に落ちてくる。さらに，高度経済

成長期の社会構造は工業型を次第に示してくる。１９８０年になると，第一次１３．１

万人，１８％，第二次２１．９万人，３０％，第三次３６．４万人，５０％となり，この

２０年間において，第一次産業のウエイトは４３％から１８％に落込み，第一次産

業従事者は当時の４割に激減する。しかし，全国平均水準からみると，第一次

産業従事者は約７％も高く，逆に第二次，第三次従事者が約５％低い。このこ

とから愛媛の場合は産業構成においては大きく変化しているが，依然として農

林水産業者の比重は他県に比べて高いといえる。この点が保守的政治風土を作

り出すことと相関性をもっている。

第一次産業としての農林水産業の内訳をみると，農業はそのうち１８．２万

人，８９％である。その他，林業０．４万人，２％，漁業１．７万人，８％である。

農業は専業農家１８％，第一種兼業農家３２．４％，第二種４９．６％であり，農家の

年収は大半，農業外の所得に依存していることがわかる。農業生産額の構成比

は，米１８．９％，果樹３３．３％，畜産２５．９％であり，愛媛は米作によるよりは果

樹生産によっていること，すなわちミカン王国であることが数字で示されてい

る。そのなかでも特に，温州ミカンの生産が中心である。県農協中央会の１９７２

年品目別販売品取扱状況によると果実は２３７億円で全体の４４．７％を占め，こ

れに対して米は１０８億円で２０．４％で果実の約半分以下であることがわかる。

愛媛の農業生産は米作に依存する型ではなく果実，ミカン生産であり，しかも
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ミカン生産は全国第１位の生産額であり，その商品性が，同じ農村地域の農産

物生産と比較して地域の相対的な豊かさを生み出す要因となっている。

三 白�県政の成立

１９６０年６月，新日米安保条約は批准，発効され，岸内閣は退陣し，自民党

の次期総裁選挙で池田勇人が当選した。自民党の総裁選挙は，党所属の国会議

員と都道府県各２名の代表とを有権者として行われ，総裁選挙は決選投票とな

り，池田３０２票，石井１９４票，無効５票となり，池田勇人が自民党第４代の総

裁となった。この選挙は自民党の官僚派と党人派の対立・抗争であった。

同７月，池田内閣は政策として「所得倍増計画」を掲げた。池田は「政府は

今後１０年以内に国民所得を２倍以上にすることを目標とし，この長期経済展

望のもとにさしあたり，来年度以降３カ年につき，年平均９％の成長を期待し

つつ…」と，政府の財政経済政策の総合的な展望を述べた。

現実的には「所得倍増」施策は，現状の追認に他ならなかった。日本経済は

１９５０年代後半から高度経済成長が始まっており，国民の実質所得は７年間で

２倍となっていた。市民生活において電気製品の３種の神器（テレビ・洗濯機・

冷蔵庫）は家庭を満たしていた。

産業構造は，軽工業（繊維・紙パルプ）から金属・機械・化学工業の重化学

工業化に変質し，輸出において重化学製品の比率が６０年４３．５％から６５年６２％

に飛躍していた。特に造船（５６年）世界１位，自動車（６７年）世界２位となり，

船舶・鉄鋼・自動車が輸出の三大品目となっていた。一方，農業分野は衰退し

て農業人口も激減し，穀物の自給率（７２年）は４２％になってしまっていた。

経済の高度成長は社会の過疎，過密を生み，様々な社会問題が生じた。

政府はその対策として「全国総合開発計画（全総）」を策定した。全総は国

民所得倍増計画に対応した地域開発計画である。拠点開発方式をとったこの計

画は，密集の弊害と過疎による地域格差の問題を解決するため，地域間の均衡

ある発展を図るため全国を「過疎地域」と「整備地域」と「開発地域」の３地
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域に分け，それぞれに応じた対応策を提言したものである。

日本の経済の高度成長を池田内閣から引き継いだ佐藤内閣は，第１次，第２

次，第３次佐藤内閣として７年８カ月の長期政権を保った。その間，佐藤内閣

は池田内閣の経済成長路線を継承しつつ，戦後政治の課題であった日韓国交正

常化をまず実現し，１９７１年６月には，アメリカとの返還協定によって占領下

にあった沖縄の本土復帰を実現した。その内容は沖縄の「核抜き本土なみ」で

あった。

しかし，内政面においては，我が国は GNPで西側の第２位の経済大国に発

展していたが，佐藤政権の中期から「公害問題」，「都市環境問題」などの高度

経済成長のひずみが顕著に現れた。地方政治においては，社会・共産・公明の

各政党を中核にした多数の革新自治体が生まれつつあり，その代表格は，１９６７

年の東京都美濃部知事と７１年の大阪府黒田知事の誕生である。

長期政権であった佐藤内閣は，二度のニクソン・ショックで政治的ダメージ

を受け，終末を迎えた。７２年２月の「ニクソン訪中」の実現と，同年１０月の

中華人民共和国の国連復帰であり，さらに８月に「ドルの金交換停止」，７３年

には初めて「変動相場制」へと全面的に移行する経済的ショックもあった。

１９７２年７月，自民党は佐藤内閣退陣によって次期の総裁選挙に入り，有力

後継者候補は福田赳夫と田中角栄であった。７月５日に行われた自民党総裁選

挙は，第１回投票で１位田中１５６票，２位福田１５０票，３位大平１０１票，４位

三木６９票と，自民党の総派閥代表による大接戦になった。１位と２位候補の

決選投票の結果は，田中２８２票，福田１９０票で，７月７日，田中角栄内閣が発

足する。この自民党の総裁選挙は，「一本釣り」，「オールドバー方式」等と新

聞記者に揶揄されるほどの激しい金権選挙となり，自民党の金権政治の体質が

世間から厳しく批判された。

田中内閣は世間から異色の内閣として迎えられ，国民の支持率は６２％とな

り，空前の「田中ブーム」を引き起こした。今までは官僚出身の内閣総理大臣

（池田・佐藤）が多い中にあって，小学校卒，５４歳という若さ，さらには「決
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断と実行」をスローガンで出現した内閣を世論は期待を込めて歓迎した。

田中内閣はこの世論に応え，すぐさま「日中国交正常化」を実行し，９月

２５日，北京の人民大会堂で「日中共同声明」に調印した。ここで１９３１年９月

の満州事変以来の日中間の戦争状態を終えた。しかし，日中平和友好条約は６

年後の１９７８年８月，福田政権によって調印された。

田中内閣は，７２年１１月，衆議院選挙を行い，自民党は２８８議席から２７１議

席に後退し，社会党は２７議席，共産党は２４議席と議席を伸ばした。この選挙

結果は，高度成長のひずみと新政策としての「日本列島改造論」に対する世論

の批判を受けたものであり，その結果，地方の革新自治体の出現をもたらした。

田中内閣の「日本列島改造論」は再度，７０年代に高度経済成長を実現させ

るために，「９千キロ新幹線網」，「１万キロ高速道路線網」，「本州四国連絡橋」

といった計画が盛り込まれ，「大規模公共事業・地域開発の内需主導型」プロ

ジェクト計画であった。

この結果は，国内において「土地投機」，「狂乱地価」を呼び起こした。各地

においては，高度経済成長による「ひずみ」の是正を目標に革新自治体が出現

した。これに加えて，第４次中東戦争による第１次，第２次石油ショックの影

響が国内に「狂乱物価」を生み出した。田中内閣の支持率は７３年１１月，２２％

と急速に下落する。７７年夏の参議院選挙では，激しい金権選挙をやりながら

も自民党は８議席も減らした。

このような社会状況の中，立花隆の「田中金権政治」の記事が文藝春秋の雑

誌に発表され，これを引き金としてやがて「ロッキード事件」へと発展し，１９７４

年１２月，田中内閣の退陣となる。

佐藤内閣の末期から田中内閣の時代に愛媛県の地方政治も大きく変わる。

１９７１年の知事選挙がそれである。自民党の戦後政治の実力者と革新のリーダ

ーとの対決である。久松五期２０年の県政のあとを受けた知事選挙は，自民党

の白�候補と革新系無所属の湯山候補が対決する保革の厳しい選挙となった。

投票結果，３９万６，００７票対３７万４，８３１票の接戦の末，２万１，１７６票の差で白
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�候補の勝利となった。

各候補の得票の内訳をみると，湯山候補は，白�候補より東予地域で４，０６４

票，中予地域で８，１８５票をリードし，逆に白�候補は南予地域において３万

４，３２５票差で湯山候補より優位に立ち，そのことが当選につながった。また，

得票を都市別にみれば，湯山候補は市部において白�候補より３万３，６５０票リ

ード，白�候補は郡部において湯山候補より５万４，８２５票優位，その差２万

１，１７６票，従って保守は，地域的には南予，郡市別には郡部を基盤として７１

年知事選挙に勝利したことになる。

保守県政としての白�県政４年間の政策をみるといくつかの特徴が挙げられ

る。まず大きく，「生産福祉県」から「生活福祉県」への県政の転換を行い，

県政の三本柱として東予に瀬戸内海大橋，中予に愛媛大医学部，南予に水資源

を主題として掲げた。政治姿勢としては県民との対話，県民参加を強調し，知

事室訪問，お茶の間懇談会，公聴会制度，審議会等（１３７）を設け，直接県民

との接触を図るとともに，県広報予算１，０００万円を組み，テレビ・メディア等

を使って県政のアウト・プットを積極的に図り，大衆社会におけるシンボル操

３９６，００７
白� 春樹 自新

経 歴
昭和８年 高松高等商業学校卒業
昭和２２年 愛媛県議会議員 ６期当選
昭和２８年 自由党県連政務調査会長
昭和２９年 自由党県連幹事長 ３期
昭和３１年 南海放送取締役
昭和３３年 自民党県連常任顧問 ４期
昭和３７年 自民党県連幹事長 ３期
昭和４０年 自民党県連常任顧問

欧米地方１２カ国の行政視察
昭和４２年 県中央会長
昭和４３年 県信用農協連会長

東南アジア５カ国行政視察
昭和４４年 伊予鉄道取締役
昭和４５年 愛媛放送顧問

３７４，８３１
湯山 勇 無所属新

経 歴
昭和６年 愛媛師範卒業 余土小教員
昭和９年 文検合格
昭和２４年 松山南高教員
昭和２６年 県教員組合中央執行委員長
昭和２８年 参議院議員当選
昭和３３年 参議院文教委員長
昭和３５年 衆議院議員当選
昭和３６年 全日農県連会長
昭和３８年 衆議院議員当選
昭和４１年 同上辞任県知事選立候補
昭和４２年 社会党県連委員長４５年就任
昭和３２，３９，４１年 欧米，中国，東欧視察

出所：愛媛年鑑１９７１年
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作のうまさをみせた。次に県政の重点を生活福祉県とうたっているように，福

祉政策において，老人，母子家庭，身障者の医療の無料化を国よりも先がけて

行ったが，福祉関係予算の内容をみれば，１９７０年（久松県政の時代）の９．４％

から１０．３％へとわずか０．９％しか伸びていない。

また，白�県政は南予，郡部を主要な支持基盤にしていることから，農業政

策，水資源問題に政策の重点を置いている。愛媛は農業県といっても米作中心

ではなく，第一次産業の中では，果実の販売が１９７０年４４．７％を占めた。米の

２０．４％よりも高く，果実のなかではミカン生産が主要部分を占める。南予は全

国１位を占めるミカン生産の主要生産地域でありながら，毎年水不足になやま

されていることから，水不足を補うために県は，１９７０年の大久保ダム（城辺

町）を手始めとして，７１年の須賀川ダム（宇和島市），野村ダム（野村町），７２

年の山財ダム（津島町）と４つのダム建設に着工している。さらに水資源を求

めて，高知県との間の分水に力を注いでいる。ミカン生産に関しては，ミカン

の価格安定，温州ミカン所得共済制度，温州ミカン再生産資金を設け，ミカン

生産の保護政策を積極的に行っている。さらには農地試験場等の整備を図り，

「愛媛県新農業政策」を作って，積極的に農政を進めてきたが，農家は，米の

減反，ミカン価格の暴落等の多くの問題を抱えている。

南予の過疎，低所得地域の抜本的な救済政策として，第三セクター構想によ

る南予レクリエーション都市計画があり，出資は三井，三菱，住友が５５％，

県３５％，市町村１０％の２，０３６億円の資本で積極的に開発を行ったが，高度経

済成長政策のストップにより計画は混迷した。

勤評以来の教育問題に対する県政の姿勢を見ると，教育予算は，幼稚園から

高校まではほとんど全国４０位以下であり，その中で教育行政費が２７位と比較

的高く，教育の管理化の傾向がみられる。

要するに，第１期白�県政は，開発型から内政型に方向を変える姿勢をみせ，

県民との対話，福祉政策と現代型シビル・ミニマムへの適応をみせるが，政策

の重点はやはり農業型の政策展開をみせ，きめこまかく郡部，南予地域の行政

地方政治における保守王国形成の政治過程 ５９



需要を充足している。

農 協

第１期白�県政の出現は愛媛県の保守県としての完成を示し，また農業型県

として農業協同組合の組織と地方政治との統合化を示したものと見られる。

保守型地方政治は，地域社会の「農協」とは切っても切れない関係にある。

もともと農業協同組合は「農民の共同組織の発達を促進し，以って農業生産力

の増進と農民の経済的社会的地位を…合わせて国民経済の発展を…目的とす

る。（農協法１条）」と規定された団体であるが，社会の発展とともに，正会員，

準会員を構成員とした農協は，地域社会において次第に農村生活協同組合化し

てきた経緯がある。

有権者数 投票率
（％） 有効票 湯山 白�

東
予
市
部

今 治
新 居 浜
西 条
伊予三島
川 之 江
小 計

７５，４９２
８７，３４４
３４，６７４
２５，４７２
２３，５４５
２４６，５２７

７２．００
７８．２０
８０．０５
７９．３５
７８．４１
７６．７０

５４，０２８
６８，０６７
２７，６４８
２０，１５９
１８，４０６
１８８，３０８

２９，６３１
４１，５２４
１３，８２２
８，９７４
７，８５０

１０１，８０１

２４，３９７
２６，５４３
１３，８２６
１１，１８５
１０，５５６
８６，５０７

中
予
市
部

松 山
伊 予
北 条
小 計

２２３，５１６
１８，８５８
１９，４３７
２６１，８１１

７５．９４
８８．７８
８２．２７
７７．３４

１６８，９６６
１６，６８６
１５，９３０
２０１，５８２

９７，７１１
７，３５５
７，９５５

１１３，０２１

７１，２５５
９，３３１
７，９７５
８８，５６１

南
予
市
部

宇 和 島
八 幡 浜
大 洲
小 計

４４，３１８
３１，４６５
２５，３８５
１０１，１６８

７７．４６
７９．４２
７８．９８
７８．４５

３４，１７８
２４，８３０
１９，９５８
７８，９６６

１５，９４１
１１，５９８
８，８９２
３６，４３１

１８，２３７
１３，２３２
１１，０６６
４２，５３５

市 部 合 計 ６０９，５０６ ７７．２６ ４６８，８５６ ２５１，２５３ ２１７，６０３

東予郡部合計 １１８，８４０ ８０．１８ ９４，８２６ ４２，２４８ ５２，５７８

中予郡部合計 ８０，１３２ ８６．１０ ６８，７２１ ２６，２２８ ４２，４９８

南予郡部合計 １６８，３８９ ８２．６２ １３８，４３５ ５５，１０７ ８３，３２８

郡 部 合 計 ３６７，３６１ ８２．５９ ３０１，９８２ １２３，５７８ １７８，４０４

全 県 合 計 ９７６，８６７ ７９．２７ ７７０，８３８ ３７４，８３１ ３９６，００７

知事選市町村別得票数
（太字が当選者）昭和４６年１月２６日投票
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全国的には農協は，米作を中心とした農業のもとで，従来，国による米価決

定，政策米価に対する，毎年の米価闘争を最大の仕事とし，政府と渡り合って

きた。また，毎年の産米の集荷によって１兆円もの買い上げ金が国から農協に

振り込まれ，集荷手数料も１０億円も入る状況が長く続いた。これも日本の農

政が米を中心とし，米の増産を最大の目的としてきたことによるものであり，

そこには国家に寄り添った農協の経営があった。やがて米の過剰現象による農

政の動揺が起こっていく。農協はこのような経過から日本における最大の圧力

団体となって行く。

農協の組織は，三段階のシステマテイクな組織となっている。地域社会にお

いては，農民に一番近い単位農協である総合農協と専門農協がまず存在し，農

民はそれに属している。その上に県単位で組織されている県連合会があり，さ

らにその上に国レベルの全国的農協組織がある。

１９７０年現在，全国末端の総合農協数は，６，１８５組合。全国の町村数２，７００に

対して，そこに存在する農協数は３，７９６組合であり，全国の市数５６４市に存在

する農協は３９１である。残りの農協は郡単位で存在する。この状況は市，町，

村には必ず農協が存在することを意味し，地域政治と農協の密接な関係が生じ

る要因となった。

農協は企業と違って明白に「地域の原理」を持っている。農業は土地を生産

手段とし，土地を基として成り立っているから当然に地域団体がある。その地

農協連
合会
（他農協
を含む）

公 職 農協出資株式会社 その他の団体

市町村
長

市町村
議会議
員

都道府
県会議
員

国会議
員

代表取
締役

取締役 監査役 理事 監事

組 合 長
専 務 常 務
その他の理事
監 事

２，４９８
２５８
８８５
２１９

７３
－
１２７
２７

６２９
２５８
３，０６０
９１５

１４０
２
１０４
１２

１３
－
９
－

９９
１３
５４
７

２７４
５８
２９３
９

１０４
１６
３４
６７

１，４４４
３９０

４，４５３
７５７

１６７
８６
３３０
９８８

総合農協役員の兼職状況 （単位：人）

出所：農山漁村 領草
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信
　
　
　
連 

経
　
済
　
連 

共
済
連 

厚
生
連 

専
門
連 

総合農協（４,６５７農協） 

農家（７７０万人） 

都
道
府
県
中
央
会 

専門 
農協 

農
林
中
金 

全
　
　
　
農 

全
国
中
央
会 

全
　
共
　
連 

全
国
厚
生
連 

全
国
専
門
連 

系統農協 

専門農協 

域団体はかつて，米を中心とした自給自足の閉鎖的な農業社会であった。地域

には相互扶助の美名のもとに土地を中心とした秩序が作られており，地域一元

の秩序作りから，必然的に行政の一単位の中に組み込まれることになった。

地域の丸抱え原理を採用した農協は，その地域の政治原理を受容することに

なる。農協指導者イコール村の政治の責任者の二重性を備えているところが企

業と異なっているところであり，公職の兼職が当然に行われる。このことは農

協と行政の不可分性を示すものである。

１９６０年１１月，衆議院選挙を前にして，各県農協を中心に作られていた農政

連盟，興農政治連盟は，全国農政連盟となり，農協と表裏一体の政治活動組織

として出発した。農協は経済団体であると同時に地域団体であり，政治団体で

農協の組織

出所：農協（立花隆）朝日新聞社
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自由米代金３,９００億円 
 生 産 者 

政府米代金１兆７,３００億円 
 

農　　協 

経 済 連 

全　　農 

小売り 
うち農協 
１,０００億円 

水田再編対策費 
３,０５０億円 

 

自主流通米代金 
７,３００億円 

 自主流通米助成等 
１,５６０億円 

集荷経費 
３４０億円 

保管料 
５４０億円 

事務費９００億円 
金　利６４０億円 
運搬費２４０億円 

７,９５０億円 
（自主流通米） 

 

９,５００億円（政府米） 
 

税金支払い 
（米関係赤字分） 
 

１兆８,２００億円 
 

４,１００億円 
 

９,９００億円 
 消 費 者 

２兆５,１００億円 
  うち外食産業 
  ３,６００億円 

卸 
うち経済連 
３,１４０億円 

政　　府 

自由米業者 

米をめぐるお金の流れ

注：
１ 小売り段階での農協の扱い高１，０００億円と自由米の代金３，９００億円は５２年度。ほかは５３

年度。
２ 消費者が支払う米代金２兆５，１００億円は政府の需給計画の主食用うるち米６７０万トンを
１０キロ当たり平均単価３，７５０円として算出。このほかに農家保有米から発生する自由米
の量を１２０万トンとし，それに対する支払いを別途記した。自主流通米代金の生産者手
取り分は，全農，経済連，農協の手数料合計を８％として算出。自由米の３，９００億円は
農家経済調査報告をもとに算出した。

３ 集荷経費のうち５％，保管料のうち３０％は農協系統以外（全集連，倉庫業者）に支払わ
れている。

４ 外食産業の米代金３，６００億円は，通産省の商業統計による外食産業の販売額（５１年度）
のうち食材費３兆６，０００億円（中小企業庁原価指標）の中の米の扱い比率を１０％（農林
省調査）として算出した。

５ 自主流通米助成等の内訳は，良質米奨励金４８０億円，流通促進奨励金５１０億円，銘柄米奨
励金１５０億円，通年販売促進費１７０億円，目標達成奨励金３０億円，消費地共同保管の助
成など２２０億円。
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新居 
（３） 

宇摩 
（１４） 

周桑 
（２） 

越智 
（２３） 

（１７） 

伊予 
（７） 

上浮穴 
（２） 

南宇和 
（３） 

鬼北 
（１） 

東宇和 
（４） 

大洲 
（６） 

宇
和
島 

（
６
） 

ある。そのことから強力な圧力団体となる。

エヒメの農協

エヒメの農協に目を移すと，１９７０年当時，総合単位農協１１８組合，専門農

協１４０組合が存在し，その上に，県レベルの連合会としては，中央会，信用連，

共済連，青果連など２３連合会があった。組合員数は１３万７，０００人，準組合員

は７万人。主な事業は，貯金は１，５１９億円，購買事業３５９億円，販売事業４７８

億円であり，長期共済契約保有高は３，２７３億円である。

愛媛県の県レベルの農協連合会は，県中央会，信用連合会，経済連合会，共

済連合会の４つの連合会が「共通役員制」を採っており，その連合会の会長は

青井政美であった。１９６７年に中央会が分離・独立して，白�春樹が会長とな

り，後に渡部高太郎が会長となった。６８年には５年間続いた県農協三連合の

共通役員制度が廃止され，青井会長は辞任し，経済連会長となった。信用連会

長は白�春樹，共済連会長は宇都宮義経である。

この共通役員制度の解体の要因としては，農協内部において総合農協と青果

専門農協との間に，ミカン事業の競合を巡っての対立があり，また，総合農協

こういき

広域農協をつくる計画

愛媛のくらし
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都道府県名 議 員 名 意 欲 点 出席点 総 得 点

徳 島

�２８．０
�３２．５

�７－６－５－１
秋 田 大 助（衆）
後藤田 正 晴（〃）
森 下 元 晴（〃）
久次米 健太郎（参）
亀 長 友 義（〃）

計

１
１
５．５
１０
５
２２．５

０
０
０
１
１．５
１．５

１
１
５．５
１０
６．５
２４

香 川

�２７．３
�２６．３

�８－６－４－０
加 藤 常太郎（衆）
木 村 武千代（〃）
平 井 卓 志（参）
真 鍋 賢 二（〃）

計

３
５
０
２
１０

１
２
０．５
１．５
５

４
７．５
０．５
３
１５

愛 媛

�２３．６
�２９．８

�１１－９－９－２
井 原 岸 高（衆）
今 井 勇（〃）
越 智 伊 平（〃）
塩 崎 潤（〃）
関 谷 勝 嗣（〃）
西 田 司（〃）
毛 利 松 平（〃）
青 井 政 美（参）
檜 垣 徳太郎（〃）

計

２
３
２
３
１
３．５
２
１０．５
１０
３７

０
０．５
４
２．５
２．５
１
２．５
４．５
３
２０．５

２
３．５
６
５．５
３．５
４．５
４．５
１５
１３
５７．５

高 知

�２１．９
�３７．１

�７－４－４－０
大 西 正 男（衆）
田 村 良 平（〃）
林 �（参）
塩 見 俊 二（〃）

計

３
５
３
２
１３

０
１
０．５
０
１．５

３
６
３．５
２
１４．５

都道府県 農政団体の名称 集票力（自称） 自民党の主な農協系議員・農林議員 備 考

山 口 県農協農政推進連盟 ？ 安倍晋太郎（衆院・元農林大臣） 積極的な行動は行わない。

徳 島 農政協議会 ？ 森下元晴（衆院・元農林省技官）
亀長友義（参院・元農林事務次官）
久次米健太郎（参院・県中央会会長）

組織をあげての運動はな
く，個人的活動がほとんど。

愛 媛 県農政同志会 参院選２０万票
衆院選１０万票

青井政美（参院・元県四連会長，
全農理事，経済連名誉会長）
檜垣徳太郎
（参院・元農林事務次官）

白�知事は元信連，中央
会会長で，影響力絶大。
しめつけがきびしく，融
資や販売でシッペ返しも。

出所：農協（立花隆）朝日新聞社
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農林水産業者の全有権者中の構成比 

自民党の議席獲得率（衆院選） 

自民党の得票率（衆院選） 

自民党の農林水産業者への 
支持依存率 

自民党支持率（全体） 

農林水産業者の自民党支持率 

側の県政批判もあったが，久松知事の当選のあと共通役員制度は廃止された。

やがて白�春樹の農協連合会入りによって，農協内部の非保守勢力であった

青井体制は次第に排除され，農協各会長のトップ人事は，自民党の白�系県議

によって占められることになる。いわゆる自民党による農協の一体化が実現す

ることになり，農協組織はこの時点から自民党支持の最大の圧力団体となる。

その後，１９７３年に青井政美は，前述のように参議院議員へ転出していく。以

上が７０年代の県農協と自民党との政治過程である。

ところで，農協の組織論をみてゆくと，単位農業と県連との関係が重要であ

る。共済連，信連，経済連，中央会の役員は単位農協により選出される。各連

合会の役員の選出過程は，県下の６地区別に単協の長老的会長を含めて各２

名，計１２名の委員によって役員は推薦され，各連合会総会の承認で決定され

る。中央会，信連に関しては，さらに東，中，南予の専門（青果）農協代表者

各１名の３名がそれに加わり，１５名によって役員の推薦がなされる。青果連

はミカン農家の８割をその組合員としている。選出方法からもわかるように各

単協，専門農協の長老的会長によって各県連合会の役員は選出されることか

自民党に対する農林水産業有権者の支持の推移

注：朝日新聞社の世論調査をもとに作成。
出所：農協（立花隆）朝日新聞社
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ら，県連役員の選出方法は，伝統型であり，農協組織の寡頭支配を生みやすい。

この状況が県農協の保守的支配を容易にする。農協は農民のための圧力団体と

して活動し，その指導部は寡頭支配が進んでいるが，単位農協に加入している

組合員である地域の農民は，伝統的な「おつきあい」程度で組織化され，存在

しているが，農協機能を幹部に白紙委任し，農協組織の幹部の支配が容易であ

る。農協が圧力団体として政治活動（選挙運動）は，農協幹部の指導のもとで

その地域を丸かかえにし，農政同志会（９万），農協婦人部，農協職員の組織

を通じて各級選挙に登場する。一般的には，農協を通じての農民票は保守の基

盤票となっている。愛媛の保守支配にとってはかかせない組織である。

１９７５年国政状況

国の政治状況は１９７４年１２月，田中内閣退陣後，自民党の総裁選びの長い混

乱のあと，椎名裁定によって，三木武夫が総裁に選出され，三木内閣の成立と

なった。

三木総理は，所信表明演説においてインフレの克服，経済の安定，社会的不

公平の是正を唱え，そのために経済対策閣僚会議を設置した。そして，従来の

資源多消費型の高度成長政策からの政策転換を計った。

次に，１９７６年１２月２４日，福田内閣が成立し，政治姿勢として，「協調と連

帯」を謳った。内政面では景気の回復に力を入れ，外交面では，世界的不況と

摩擦解消を訴えた。経済が安定するとともにやがて地方政治における「地方の

時代」がやってくる。

１９７０年代は「地方の時代」である。日本列島を覆った経済の高度成長の波

はやがて，公害というひずみを残して終わった。

地域に住む人々は，高度成長のひずみを是正し，自らの健全な生活を守るた

めに，活動を始めた。「シビル・ミニマム」の住民運動である。住民運動は，

都市環境問題，公害に対して，大都市・工業地帯を中心に活動を展開する。７０

年代当時，７００の住民運動があったと言われている。その結果，地方政治にお

ける革新自治体が派出する。６７年の東京都知事の出現であり，やがて７２年，
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全国６４３市のうち，１２６市が革新市長となった。また，革新知事の出現も東京

都・京都・大阪をはじめとし，埼玉・岡山へと続いていく。

太平洋ベルト地帯も横浜をはじめとし，六大都市がすべて革新市長となる。

７３年，革新市長は創立当時から見ると４倍以上の１３３市となった。活動内容

は福祉を中心とした老人医療無料化の実施，児童手当であり，公害規制の面で

は国より進んだ各施策が行われた。

１９７５年知事選挙

１９７５年の愛媛の地方自治の方向を決める地方統一選挙のトップバッターと

して，愛媛県知事選挙が告示され，１月２６日に投票が行われた。

立候補者は自民党公認の現職知事白�春樹（６３），「清潔で明るい愛媛をつく

る会」顧問の野村晃（６５），高田がん（４４）の３名であった。選挙戦は事実上，

自民党公認の現職白�春樹と社会党・共産党推薦・公明党単独支持の野村晃候

補との保守，革新の一騎打ちとなった。

「地方の時代」は自民勢力の退潮，革新勢力の躍進状況が窺える。特に地方

選挙においては滋賀の全野党共闘による革新勝利に続いて８月，四国の香川県

において，野党４党推薦の元香川大学学長前川候補が，現職６選の自民党公認

の金子候補を９万票の票差で破った。それに次いでの愛媛県知事選挙である。

結果は現職白�春樹４３万７，０００票，野村晃２９万３，０００票で，１４万票の大差

で自民勝利となった。

前回の１９７１年の知事選挙では，革新勢力は革新の雄である湯山勇を立て，

自民党の実力者白�春樹に挑んだが，２万票の差で，保守勢力に惜敗した。し

かし１１市町村を制し，東予，中予地域では勝ちながら農村部の南予地域だけ

にリードされ，これが敗北につながった。

各候補の経歴からみると，自民党の白�春樹候補は県内の自民党幹部に多く

みられるように，農協出身者である。農協中央会，信連，農協共済連各会長に

加え，県議会議員６期，議長歴任，勤評闘争当時の自民党県連の幹事長であり，

その知名度は現職一期の知事在任中に全県的に広まっている。１９７４年１０月２２
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日，正式に知事選出馬表明をした。

これに対して革新陣営は，前回立候補した湯山勇が既に衆議院議員となって

いたため，候補選定にとまどい，大学人等を物色した後，選挙告示２カ月前の

１１月１日に前回知事選の母体組織である「清潔で明るい愛媛をつくる会」顧

問の野村晃を知事候補に決定した。野村候補は京大卒業後，一貫して県の職員

としてすごし，その間，戦後の一時期，県職員組委員長を務め，社会福祉課長，

人事課長，人事委員会事務局長を歴任して退職。１９６６年血液センター事務部

長となるなど公務員歴が長く，県内には全く知名度はなかった。

愛媛県は南予の農業型，中予の都市型，東予の工業型と，選挙においても地

域の違いに応じて解決すべき課題があり，今回選挙は最近にない重要な多くの

争点を持った選挙となった。

「南予」は，水資源，伊方原発，ミカン，南レク問題及び第一次産業の保護

と開発の課題を持ち，「中予」は松山市の人口増に伴う都市化現象の中で，都

市環境整備問題を抱え，「東予」は離島性からの脱却のため架橋の促進，繊維

不況，公害問題がある。その上に政治姿勢，物価，福祉，教育の問題が争点に

加わった。

この選挙において，全県的に保守的風土，選挙の主体の優劣はさておき，３

つの地域を持つ県民の要求にいかに応えるかが，選挙の決め手となる。地方自

治はある意味では，脱イデオロギーの県民のシビル・ミニマムの要求の実現で

あることからもそのことがいえる。

それに対して自民党の白�候補と無所属野村候補の公約は次の通りである。

両者とも公約は従来の開発型から福祉型に変わり，顕著な相違点はみられな

い。現職白�候補は知事任期中の県政三本柱として，「医学部設置」（実現），「瀬

戸内海大橋架橋」，「南予水資源確保」を掲げ，県政４年目には仕上げとして，

「生活福祉路線」を柱にして観念的に「物から心への政治」を謳い，「レンゲ

草」県政を強調した。

野村候補は，開発の手直し，政治姿勢の問題，教育問題でわずかに異なった
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政治主張をしたにとどまった。

政策に相違点が多くなければ，愛媛県の保守的政治風土とあいまって，「組

織」の選挙となる。白�候補は，国政レベルにおける自民党政治の不人気，地

方政治における革新勢力の躍進の状況の中で，また，県内では５月の松山市議

会選挙による自民票，議席の減少に加えて，参議院地方選挙における自民票の

過半数割れなどの政治状況の中で危機感を強め，強力な組織固めに入った。

まず白�候補は，全国的に自民党色を消して立候補する傾向の中ではっきり

と自民党公認として立ち，農協（１４万人）の推薦を手がかりに，商工団体，

婦人会，看護婦会，農村後継者協議会，愛媛青年懇談会，愛媛青年同志会等の

約４００団体の推薦を受け，自民党県連７０支部に選対を設けるとともに，浮動

票の多い松山市では校区別の２０支部組織を作り上げた。

これに対して野村候補は，前回知事選挙で全県の組織としてできあがった「清

潔で明るい愛媛をつくる会（以下，明るくする会）」を中心に，社会党，共産

党推薦の共闘組織と公明党本部指令による党単独支持のブロック共闘ができあ

がった。県知事選における，愛媛県では初めての革新統一方式である。１９７４

年７月の参議院地方区選挙の社会，共産，公明党の票数を合わせると，自民党

の票を４万票も上回る過半数以上の数となる。労働組合は愛媛地評（約５万）

白�候補の主な公約 野村候補の主な公約

�安定した暮らしの確保
�人間性豊かな教育文化の創造
�保健医療充実・スポーツ振興
�老後の充実，福祉の徹底
�豊かで住みよい生活環境整備
�安定した農林漁業の確定
�中小企業の育成，勤労者福祉
�調和ある都市と農村づくり
	新交通通信体系の整備

参加と連帯と調和の県政推進

�生活優先，県民直結の県政
�インフレ，不況の緊急対策
�つりあいのとれた産業発展
�豊かな南予をつくる重点施策
�落ちこぼれのない福祉施策
�大橋，南レク，原発の再検討
�公害のない豊かな生活環境
�行き届いた明るい教育の回復
	憲法，地方自治を守る民主県政

不正，腐敗，差別を一掃

出所：「朝日新聞」愛媛版 １９７５年１月２５日
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が中心となって活動し，松山地区共闘の主要単産は，全電通（３，５００），全逓

（１，３００），国鉄（１，０００）であり，新居浜地区共闘の主要単産は，住友化学

（５，０００），住友金属鉱山別子（２，０００），住友共電（５００）等である。表面的に

は保守，革新の組織が正面から対立した選挙である。

しかし，組織は活動によって生命を得る。自民陣営は危機感によって組織を

ひきしめ，支援団体をフル回転させ，支持署名だけでも有権者をはるかに上回

る１３０万（有権者１０３万）を獲得した。さらに郡部在住の住民による松山在住

の郡部出身者に働きかける浮動票キャッチの「県都包囲」作戦を行い，さらに

次に来る４月の県議選の自民候補予定者に，知事選挙後に公認を与える「論功

行賞」作戦を展開した。ついで県，市町村を通しての行政票獲得作戦を行う。

従来，自民党の弱点とされた青年層までが，追い込みに入ると街頭に進出し，

革新勢力顔負けのビラ配りに全力を尽くした。

これに対して革新陣営は，「明るくする会」を中心に活動を始め，中央から

タレント議員，社会党の石橋書記長，共産党の宮本委員長が続々と応援に来た

が，候補決定の遅れ，知名度の低さ，組織活動の不活発さから選挙運動は軌道

に乗らず，表面だけの“国道選挙”となった。社・共共闘したものの活動が不

活発であった。

愛媛地評参加の労働組合も十分な活動が行われなかった。各単産も中盤以降

の時期に組合員の動員態勢にエンジンがかかりはじめ，終盤戦でようやくビラ

配りが精一杯の状況であった。また，単独支持の公明党も中央指令で支持態勢

に入ったものの，党院２，０００名の支持運動だけにとどまり，集票能力８万とい

われる創価学会は同盟票とともに自主投票に流れていってしまった。このよう

に，選挙活動においても，革新勢力は自民勢力に大きく差をつけられた。知事

選の投票率も７２．９％と今までの知事選の最低を記録し，県民の選挙意識も盛

り上がらなかった。

１４万の大差で自民勝利に終わった知事選挙の内容を検討すると，まず，愛

媛県の社会的条件から問わなければならない。県は異なった特徴を持つ３つの
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地域からなり，全体的には中進的農業県である。このことから各地域の政治，

経済，社会的問題も，直ちに全県的矛盾とはなりえず，絶えず矛盾の分散化の

可能性がありうる。その矛盾も“中進的”農業県という経済の相対的安定性に

支えられて，過疎の厳しい他の農業県にみられるような深刻さを加速しない。

今回の知事選挙は客観的条件からいえば，県民のシビル・ミニマムを侵害す

る数多くの深刻な問題を持った近年にない選挙であったが，これに対する保

守・革新の対応をみると，政策面において保守勢力は４年間の県政上の政策と

実績を訴え，公約においても危機状況の観念的先取りのポーズを示すことで対

処した。革新は，保守県政の欠点を厳しく指摘し，現状況に対する若干の新し

い政策を提示したが，県民に浸透させることができなかった。

知事選挙運動の展開は，組織論的には見事な保革対決の姿勢をみせたが，運

動において，保守勢力は危機感から，革新勢力よりはるかに活発な組織活動を

展開した。革新は連合勢力の足並みの乱れをみせてしまった。

候補者の知名度，政策論争，組織運動論においても，保守勢力は革新勢力よ

り優れて，より巧妙に中進的農業県の政治意識を喚起していった。保守勢力は

中進的農業県における保守意識の培養には従来から優れた資質を示している

が，革新はその点について対応がかなり遅れている。今回の知事選挙は，自民党

勢力の愛媛的シビル・ミニマムへの観念的，保守的対応に成功したといえよう。

四 １９９０年代の政治文化

エヒメの客観的条件としての経済構造と県民意識の１９９０年代の変化を見よ

う。愛媛の産業別就業構造は，従前から第一次産業としての農林水産業の比重

が全国的に高い県である。１９９５年，第一次産業は１２％であり，全国平均６％

に比べて６％も高く，その中でもミカンと魚の養殖産業の比が高い。愛媛の経

済の中で農林水産業のウエイトが高いことが，地域共同体の存続を強く，住民

の社会意識において，保守性が強く典型的な保守県の状況を示していた。しか

し，１９７８年と１９９６年の全国県民意識調査（NHK）を比較して見ると，大きな
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差が生じ，愛媛県の社会意識が大きく変化してきていることが分かる。社会意

識として「おだやかで変化のない生活がしたい」が前回全国第１位から１１位

に後退している。

次いで政治意識を見ると「政治は強い指導者に任せた方がいい」の項目では，

前回の全国４７都道府県中６位から２５位に下がっている。また，「国の政治が

９６年 ７８年
％ 検定 順位 ％ 検定 順位

全国 ６９．９ ７０．１
東京 ６９．０ （２９）６６．３ － （４３）

愛媛 ７３．１ （１１）７９．４ ＋＋（１）
高知 ７０．７ （１９）７０．８ （２０）
福岡 ６９．１ （２８）７０．３ （２６）

９６年 ７８年
％ 検定 順位 ％ 検定 順位

全国 ４１．０ ４６．６
東京 ３６．９ － （４５）４２．７ － （４４）

愛媛 ４０．１ （３２）５３．９ ＋＋ （３）
高知 ４１．８ （２５）５２．３ ＋＋ （８）
福岡 ４０．０ （３４）５１．０ ＋ （１０）

９６年 ７８年
％ 検定 順位 ％ 検定 順位

全国 ４６．７ ４７．８
東京 ３７．９ －－（４６）３１．８ －－（４７）

愛媛 ５０．２ （２４）６４．２ ＋＋（１）
高知 ４４．９ （４０）５２．９ ＋＋（２８）
福岡 ４４．７ （４１）４７．９ （３７）

９６年 ７８年
％ 検定 順位 ％ 検定 順位

全国 ８．９ １４．４
東京 ５．７ －－ （４６）１１．７ － （４２）

愛媛 ７．７ （３８）１４．６ （２９）
高知 ８．１ （３５）１８．０ ＋＋ （１２）
福岡 ９．１ （２９）１２．９ （３６）

９６年 ７８年
％ 検定 順位 ％ 検定 順位

全国 ２９．１ ２９．６
東京 ２５．７ （４０）２７．３ （３８）

愛媛 ２９．７ （２５）３２．７ （６）
高知 ２５．１ － （４２）２８．７ （２９）
福岡 ３１．４ （１７）３０．９ （１６）

９６年 ７８年
％ 検定 順位 ％ 検定 順位

全国 ３２．７ ３３．６
東京 ３０．２ （４２）３３．８ （２１）

愛媛 ３８．５ ＋＋ （４）３５．９ （１２）
高知 ２９．５ （４４）３４．６ （１８）
福岡 ３１．１ （３９）２７．７ －－ （４６）

おだやかで変化のない生活がしたいと思い
ますか。
（１．はい）

はじめての人に会うのは気が重いほうです
か。
（１．はい）

地元の行事や祭りには積極的に参加したい
と思いますか。
（１．はい）

町の政治は，自分たちが動かしている，と
いう感じをおもちですか。
（１．はい）

強い指導者に国の政治をまかせたほうがよ
い。
（１．そう思う）

国の政治がどう変わろうと，自分の生活に
はほとんど関係がない。
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全 国 愛 媛
質問事項 前回 今回 前回 今回

変化のない生活をしたい
しきたりは尊重すべき
不利な時は黙っている
年上には従うべき
初対面は気が重い
行事や祭りに参加したい
公共の利益を優先すべき
流行おくれは気にならない

７０．１％＞６９．９
６２．４％＞５７．２
４１．６％＜４４．５
４１．６％＞３６．７
４６．６％＞４１．０
４７．８％＞４６．７
５３．２％＞４０．２
６５．９％＞６４．２

７９．４＋＋ ７３．１
６８．６＋＋ ５７．７
４７．８＋＋ ４２．５
４５．６＋ ３７．９
５３．９＋＋ ４０．１
６４．２＋＋ ５０．２
６０．２＋＋ ４１．９
７２．１＋＋ ５７．５－－

第一次産業 第二次産業 第三次産業
１９７４ １８％ ３０．３％ ５０．０％
１９９５ １２％ ３０．０％ ５０．５％
１９９５
全国平均 ６％ ３１．６％ ６１．８％

１９８０年度 １９９４年度
総額
（億円）

第一次産業
（％）

第二次産業
（％）

第三次産業
（％）

総額
（億円）

第一次産業
（％）

第二次産業
（％）

第三次産業
（％）

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口
徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡
佐 賀
長 崎

１０，６６６
１２，８９７
３８，５０１
６０，４１６
３０，８００
１３，４５５
１９，９３４
２６，５３０
１３，４３６
９５，４５１
１４，４７４
２３，９５４

８．２
７．４
３．５
２．１
４．２
８．０
５．０
６．８
１１．９
２．５
９．０
８．８

３３．５
３２．７
４３．１
３６．３
３９．３
３５．７
３６．６
３９．２
２２．４
３２．７
３４．７
２６．０

６１．６
６３．９
５６．１
６５．１
５８．７
６１．０
６３．１
５７．８
７０．６
６８．０
６０．１
６７．７

�２０，３２３
�２２，８８１
�７３，４１７
�１０６，６７８
�５５，１５４
�２４，４７０
�３５，８９１
�４８，０５４
	２３，６２３

１７７，３０４
�２７，０９２
�４６，６８１

４．３
３．８
１．７
１．２
２．０
４．６
２．４
４．２
６．８
１．３
４．７
４．０

３３．９
３０．７
４３．６
３３．２
３９．８
３５．５
３２．３
３８．０
２７．４
２７．０
３４．９
２２．８

６４．９
６９．７
５７．６
６９．７
６０．５
６３．８
６９．６
６１．４
７０．１
７５．１
６４．７
７６．１

全 国 ２，４６５，４７６ ３．５ ３８．３ ６１．５ ４，８２９，４７３ １．８ ３４．０ ６８．５

みかん いよかん
t ％ t ％

愛 媛
和歌山
熊 本
全国×


２２０，４００
１５２，１００
１３３，１００
１，３７８，０００

１６．０
１１．０
９．７
１００．０

愛 媛
和歌山
佐 賀
全国×


１３４，３００
６，２７０
５，４１０
１７２，５００

７７．９
３．６
３．１
１００．０

愛媛県で大きく減少した質問

注：全国の結果で，＞は減ったこと，＜は増えたことを示す。
愛媛の結果で，＋は全国平均と比べて差があること，また＋＋，－－
はかなり差があることを示す。

出所：「現代の県民気質」NHK，１９９７年。

産業別就業構造 果実の収穫量（１９９５年）

出所：総務庁統計局「国税調査報告」
３６７ページ。 出所：「県勢」国勢社，１９９８年。

県内総生産と産業別割合

２７位

調整項目があるので，産業別内訳の計は１００％にならない。○内の数字は全国順位。
出所：経済企画庁「県民経済計算年報」１９９７年版による。

７４ 松山大学論集 第１７巻 第１号



変わっても自分の生活には関係ない」が１２位から４位に上がっている。

次いで住民が「住まいの政治を動かしている」は２９位から３８位となってい

る。地域共同体の関わりについて「地元の行事，祭りには積極的に参加する」

は１位から２４位に下落している。

この県民意識調査から見えることは，まず，政治が自分の身近にきたという

意識が，全国平均と同じになった一方，国と自分との政治は全く関係ないとい

う思いが，全国トップクラスに上昇し，政治的無関心が強くなってきている。

また，県民が地域の政治は動かしてない，がさらに下がり，県民の政治への影響

力を否定している。地元の行事には参加するは，１位から２４位となり，全国平

均となっている。このことから地域共同体への参加は，ほどほどとなっている。

以上のことから県民の政治に対する認識は，全国平均となっているが政治的

無関心がさらに強く，地元政治は自分たちが動かしてないと考えている。これ

らは約２０年前の調査（NHK）で「役所やお上の言うことを聞くのがいい」が

全国１位の時代に比べると大きな変化である。

その他のモラルに対する調査項目をみると，愛媛は依然として保守的である

が，県民意識は現代化が進んできたといえる。その要因は経済の高度成長によ

る経済構造の変化であり，県民の世代交代による意識変化，また，瀬戸内海の

大橋の架橋，高速道路の整備による近県交流，マス・コミによる都市化への県

民意識の変化であるといえる。

五 白�県政の終焉

１９８３年，中曽根内閣の成立とその施策の展開は，従来の政治状況を大きく

転換しようとしている。「政治決戦」の年，戦後政治の「総決算」の年との呼

びかけ，自民党側から戦後デモクラシーに対して果敢な挑戦を試みようとして

いた。ここに定着したかに見えた戦後デモクラシーの真価があらためて問い直

されようとしている。国民がそれにどう反応するかは，引き続いて行われる

１９８４年４月の地方統一選挙，以後に続く参議院，衆議院選挙の結果が示すこ
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とになる。愛媛においては，その前哨戦として知事選挙が行われた。これが事

実上，白�県政の最後の知事選挙であるが，その結果，現職の白�候補３８万

票，無所属の菅原候補２１万４，０００票，共産党の元岡候補５万６，０００票で，現

職白�知事の勝利となったが，第３回の知事選挙の４０万票は超えなかった。

この知事選挙の特徴は，現職候補の過去三期にわたる県政の信任投票の性格

をまず持っている。次いで，新人無所属の菅原候補の立候補過程の特異性と，

さらに同候補の予想外の大量の得票の意外性が注目された。知事選挙の政治過

程そのものは，従来通りのいつもの選挙であり，政策論争のない選挙であった。

知事選挙において有権者の投票行動を決定する３つの要因がある。まず，有

権者の住む地域の特質，社会状況としての客観的条件であり，次いで政党，社

会団体の組織性，活動力による主体的条件である。第３には客観的条件を前提

とし，その時期の課題状況であり，それへの各陣営の政策対応である。この三

要素が複雑に絡み合いながら選挙活動が行われ，それに有権者の投票行動が連

動していくことになる。

各候補者の公約を見ると右頁の如くである。

以上，各候補の公約を見ると，白�候補は福祉，医療，コミュニティ，教育

の充実による「地域主義県政」を主張し，加えて農林漁業，不況対策として中

小企業対策政策を主張し，さらに将来展望として西瀬戸経済圏構想を謳ってい

る。菅原候補は特に政策展開は見られず，主として現職知事の政治姿勢を批判。

県民参加型の県政を主張し，加えて護憲，平和主義を強調している。元岡候補

も不況対策，福祉，教育，平和について公約している。

県下における立会演説は，現職の白�候補は政府への予算陳情のため参加せ

ず，野党の菅原，元岡候補のみの立会演説会となり，参加者も史上最低の１，０００

名を切る状況となった。この状態では候補者の政策，政策公約の県民へのアピ

ールはおぼつかなく，わずかにテレビの政見放送に頼るだけであった。

さらに各候補の公約，政策に特別な相違点がなければ，愛媛の保守的政治風

土とあいまって各陣営の組織選挙となることは明白である。
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まず白�候補は，知事三期１２年間の実績を背景に自民県連を主体にして活

動を開始した。農協，商工団体を中心とする約４００団体の推薦をうけて比較的

早い時期から選挙運動を始めた。

これに対して革新は，社会党を中心にして学者候補を擁立することで，社・

共共闘による保守対革新の知事選挙が，８年目に行われるかとみられたが，こ

れが失敗して，革新勢力は主体的条件を欠いたまま選挙期に突入した。そして，

社会党，地評は自主投票を決めた。

この知事選挙の大きな特徴は，無所属の菅原候補の立候補過程とその選挙の

政治過程である。

菅原候補の立候補過程は，従来から行われている政党，政治団体による公認，

推薦の型をとらないで，個人の政治的信念に基づく「心情的」立候補であり，

１ 健康づくりと医療の充実を
２ 温かい家庭と日本型福祉の実現を
３ 身近な居住環境とコミュニティづくりを
４ 足腰の強い農林漁業の確立を
５ 中小企業に活力と雇用の安定を
６ 確かな愛媛教育の県民文化の創造を
７ 調和ある郷土づくりを
８ 新しい瀬戸内時代を

１ みんなが参加する県政を
２ 県民のくらしと営業を守り発展させる県政を
３ 県民福祉を改善します
４ ゆきとどいた教育をすすめます
５ 健康で文化的な生活環境を
６ 婦人の地位を高めるために
７ 平和と民主主義の県政を

１ 購買力と仕事をふやし，不況を打開します。
２ 福祉の拡充をすすめます。
３ 教育条件をととのえます。
４ 地場産業振興対策をつよめます。
５ 地方自治と平和を守り，県政のゆがみをただします。

白�候補の公約

菅原候補の公約

元岡候補の公約
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それも立候補締め切り直前に届け出をする「市民参加型」の立候補であった点

が大きな特徴であった。

その時点で社・共共闘による統一候補の擁立に失敗していた社会党，地評

は，一度は自主投票に決定していたが，改めて菅原候補に支持声明を出した。

無組織の個人候補に政治組織が支援する「後追い型」選挙となった。菅原候補

の政策は，既にみたように参加型県政，民主的県政を謳い，「反白�」県政と

現職知事の政治姿勢に対する批判が主である。わずかに護憲，福祉，平和が積

極的な政策として掲げられた。

選挙の政治過程は，立候補が決定的に遅れ，選挙運動は告示後，２，３日目

でようやく軌道に乗る状態であった。選挙公報，立会演説会，テレビ政見放送

と運動期間中，県内を２周する宣伝活動がやっとであり，全県下の有権者にア

ピールするにはとても不可能な状態であった。支援した社会党，地評，その傘

下の労働組合も選挙運動をフォローしたが，その組織が充分に稼動するには時

間も政治資金もなかった。

選挙結果は，白�候補３８万票，菅原候補２１万票であり，菅原候補が予想外

に善戦した。菅原票の内容を分析すると，同票は菅原陣営の「反白�」スロー

前回との比較 白� 太田 菅原

南予郡部 １９７９年 １９８３年 １９７９年 １９８３年

喜 多 郡
西 宇 和 郡
東 宇 和 郡
北 宇 和 郡
南 宇 和 郡

１３，０４７
１６，３８０
１６，１９６
２２，９０８
１２，２６５

１４，９０６
１２，９６４
１５，６８４
２１，４１０
１２，９３１

５，８７９
３，７０５
５，３８４
７，５９６
２，３０６

６，２００
７，１１６
７，７５０
１２，９３４
４，１０５

合 計 ８０，７９６ ６４，９６４ ２４，８７０ ３８，１０５

南予市部 １９７９年 １９８３年 １９７９年 １９８３年

宇 和 島
八 幡 浜
大 洲

１７，９５１
１１，６１６
１０，３７２

１３，９２８
９，３７６
９，３０９

４，３０９
３，３１５
３，７０２

１１，６１１
７，４３７
６，００７

合 計 ３９，９３９ ３２，６１３ １１，３２６ ２５，０５５
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ガンのもと，政党色不明の選挙運動に反応した県下の有権者の票であるといえ

よう。組織としての社会党，地評は支援したが，組織としての稼動までに至っ

ていないことから票全体としては，中間層票の集積であろう。菅原候補の票を

都市部と郡部に区分してみると都市票７割であり，郡部票３割である。そのこ

とから選挙における中間層票の動きが注目され，内容としては新中間層，労働

者層と旧中間層の票であろう。これらのことを実証するかのように，松山市を

中心とする主な都市票が菅原票の４割を占めている。これに比べて白�票は同

じ都市票において前回知事選挙より２万３，０００票を失っている。

ところで，保守勢力の基礎であると従来からいわれている南予地域の状況を

前回知事選挙（１９７９年の白�対太田）と今回の知事選挙の比較によって分析

してみよう。今回選挙と前回とを比較すると，前回の有効票が６０万票，今回

が６５万票であり，投票率も前回５８％，今回６５％，候補者の太田，菅原候補も

無組織であり，比較的類似性を持った知事選挙であった。

前回の知事選挙に比べると，南予郡部において白�票が１万６，０００票減り，

市部では７，０００票の減。郡部，市部の合計では２万３，０００票減っている。全県

的に見れば，前回知事選挙より保守票が３万４，０００票減じる中で，２万３，０００

票，全体の６８％を南予地域で失ったことになる。農林水産業に従事する人々

の多い南予地域の旧中間層が，県の農政に対する不信感を示したことであろう。

ところで，今回の知事選挙の結果でみられる特徴は，保守票の激減であり，

中間層票の突出である。保守票の減少は特に南予地域の都市部において著しい

し，また県下の主要都市においても減少を示している。

これらのことは，投票率の６５％に示されるように，県民は知事選挙にかな

りの政治的要請を持ち，政治的関心を持っていたが，選挙の政治過程において，

政党レベルがこれに対応しておらず，特に革新，中道政党にそのことが指摘で

きる。そのことから知事選挙の政治過程においては，政党レベルの対応を欠い

たまま，県民サイドでは中間層を中心としながら，「心情的中間」候補に，勝

手に消極的「住民共闘」を組んだものといえよう。それが，南予，都市に現れ
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４２年 ８ ２ ３ １ 

４６　 

５０　 

５４　 

５８　 

３３ ５ 定数５２ 

７ ３ １ １ ３５ ５ 　　５２ 

４ ３ ２ １ ３４ ７ 　　５１ 

８ ５ ２ ２ ２ ３８ ３ 　　５２ 

３ ３ ３ １ ３５ ８ 　　５３ 

自民 社会 
公
明 

民
社 

共
産 無所属 

た保守批判票ではなかろうか。

これらの政治状況のもとで，県下の住民の政活へのエネルギーは，既に政党

レベルをはるかに超えて先駆けしていると思われる。今後の政治課題は，保守，

中道，革新勢力がそれをどうとらえるか，である。

六 白�県政１６年の軌跡

１９８７年１月２７日，白�知事は「権府十年花彩深きを畏る」との言葉を残し

て退陣した。

白�春樹は既述のように，戦後まもない１９４７年に県議に当選し，「県人によ

る県政」，「教育の正常化」，「保守一枚岩の確立」，「経済と生活の調和」などを

スローガンにそれぞれの時期で県政をリードしてきた。

１９７１年，知事選挙で地方政治の表舞台に現れ，湯山候補を僅少差で破って

知事となった。それまでは久松県政の影の実力者として，裏舞台で県政を動か

していたが，ここで名実ともに県政トップとなった。

白�知事というリーダーの元で一枚岩の団結を持つ自民党県連は，戦後の昭

和２０年代を除き，殆どの各級選挙で野党に勝利した。県議会においては，自

民は圧倒的多数の議席を占め，１９８３（昭和５８）年県議会選挙では，定数５３議

県議選政党別当選者の推移（数字は人数）

出所：朝日１９８３．４．１３
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席中，４３議席を占めるという強さを示した。

その間，県政野党である社会党の低落は著しいものがある。知事選挙では

１９７９年，１９８３年と社会党独自の候補を見送り，１９７１年の県議会では７議席を

占めていたものが，１９８３年には３議席にまで落ち込んだ。

白�県政１６年間の施策を見ると，まず発足時は久松県政の三本柱の政策を

引き継ぎ，本四架橋，医学部誘致，南予の水資源の問題に取り組んで，それを

実現していった。さらに四国で初めての原発（伊方１，２，３号機）建設を推

進し，１９８３年には，西瀬戸経済圏構想を提言した。

日本経済の高度成長の崩壊により，東予新産業都市への工業誘致の挫折，新

居浜住友の素材型産業の縮小・廃止が進行し，また，南予開発の南レク事業の

縮小がなされ，さらには農業県として全国一を誇るミカン，ハマチの養殖過剰

等が問題となった。

白�知事は，立法機関としての県議会の絶対的安定多数を基盤として，リー

ダーシップを発揮し，行政面にも独自性を出した。市町村への県の権限の委譲，

職員定数の据え置き，職員の週休二日制などの行政改革を行った。

全国の自治体は，靖国神社・護国神社の玉串料は違憲の疑いがあるとして中

計 現 元 新 改選前 得票数 前回得票数

自 民
社 会
公 明
民 社
共 産
新自ク
社民連
諸 派
無所属
保守系
革新系
その他
定 数

３５（１０）
３
３
３
１
０
０
０
８（１）
８（１）
０
０
５３

２９
２
２
１
１
０
０
０
０
０
０
０
３５

０
０
１
０
０
０
０
０
０
０
０
０
１

６
１
０
２
０
０
０
０
８
８
０
０
１７

３６
５
２
２
２
０
０
０
１
０
０
１

５２

３４８，３７９
５０，２８１
３９，９３９
４０，８００
４０，３１０

０
０
０

１１８，８１７
１１８，１４０
６７７
０

２８３，７７１
６３，７６１
３３，２２３
１９，１３９
２５，５４０
４，５７７

０
０

７８，７７４
７８，７７４

０
０

県議党派別当選者・得票数（カッコ内は無投票当選）

�
�
�
�
�

欠員
４

�
�

�
�
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止したが，県として唯一の玉串料の公費支出を行った。やがて住民の訴訟によっ

て「違憲」判決が出た。

白�知事の影響力は，県内の政界，財界に及び，これに対抗する勢力は現れ

なかった。ただし，国庫支出金の指定金融機関問題を巡って，伊予銀行の末光

会長との対立があったり，１９７７年には太田県議の議会における爆弾発言があ

り，後に，知事選挙の対立候補となった。

大きな出来事としては，来島ドックの坪内社長の反白�路線があり，１９８４

白�県政の足跡

昭和４６・１ 白�知事初登庁
３ 南レク都市基本構想策定

４８・２ 県政発足百年記念式典
３ 石手川ダム完成
４ 野村ダム，須賀川ダム着工
８ 伊方町住民が伊方原発１号機設置許可取り消し請求訴訟を松山地裁に起こす
１１ 愛媛大医学部開部式（第１回入学式）

４９・４ 県立松山西高新設
７ 東京・赤坂で白�知事と坪内寿夫来島どっく社長が和平会談
１０ 県立中央病院完成

５１・３ 西海有料道路開通
４ 白�知事が日中友好県各界代表団団長として訪中

５４・１ 白�知事が知事選で立会演説会をボイコット
４ 地域主義県政推進懇談会を設置
５ 大三島橋開通

５５・５ 四国電力が伊方原発３号機増設を県などに申し入れ
５ 県総合運動公園が完成
７ 県庁第一別館完成

５６・３ 伯方・大島大橋起工
４ 県立中央病院に救命救急センター完成

５７・３ 伊方原発２号機が運転開始
１１ 第１回西瀬戸経済圏関係知事会議

５８・３ 県立伊予高，今治東高完成
５９・４ 南レク日本庭園が暫定オープン

８ 日刊新愛媛に対して取材拒否を発動
１２ 取材拒否を撤回

６１・５ 白�知事が大腸ポリープで入院
９ 白�知事が５選不出馬を表明

出所：１９８７．１．２８ 毎日（抄）
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年，それがもとで坪内グループの「日刊新愛媛」に対する県の取材拒否に発展，

訴訟となった。

白�知事の１６年間の県政は，知事の強力なリーダーシップによって展開し，

強力な手法に対する部分的なトラブルはあったが，保守的社会状況に支えられ

て大きな変化とはならなかった。

白�知事の引退は愛媛の地方政治の変わり目であり，戦後４０年の地方自治

の政治のなかで最も重要な政治家であった。個性が強烈で指導力，行政能力を

持っており，革新との対決と保守統合によって保守安定政権を作った。カー

ル・シュミットは「政治とは敵と味方を区分することだ」と述べているが，白

�知事はまさにその通りをやってきた人だ。地方の時代に対応したきめ細かい

政策を推進してきたことや，時代の先取りは評価できるが，革新が弱いことか

ら県民は県政の政策を選択することができなかった。その意味では物足りな

い。１６年は長いが，自ら後進に道を譲ることを決めたのは評価できる。今後

は保守の一元的な政治から多元的な政治に変わっていく。

む す び

愛媛の保守王国の形成過程を主要な知事選挙を分析しながら考察した。また

その下地をなす愛媛の地域共同体としての特質も考慮の対象とした。愛媛は果

実生産を中心とする農業的県の色彩を強く持ち，全国的に見れば農村共同体的

風土が強く残存している。その原点には農協がある。

だが，愛媛が持つ客観的条件だけが保守主義を強くしたのではない。長期間

にわたる保守側の作為が保守主義を強くし，保守王国を形成していった。県政史

における保守側から革新崩しの勤評闘争，副知事なしの条例，久松・平田の一

騎打ちの知事選挙などによる革新打倒と，さらには自民党分派の放逐を行った。

やがて県政における保守一枚岩の政治状況が完成する。県議における圧倒的

多数の自民党議員，これを完全掌握した白�知事のガバナンスである。日本経

済の高度成長期末期から低成長期にかけての白�県政四期１６年が愛媛保守主
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義の全盛期である。その中で白�知事の傑出したカリスマ性がきわだってい

た。
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